
食品中の放射性核種の摂取量調査・評価

研究	 

	 

1.	 研究目的	 

食品中の有害物質の量とその分布状況を

明らかにし,	 さらに,	 公衆による摂取量を

推定, 評価することは食品の安心・安全確
保の推進に資する上での一つの重要な課題

である.	 
本研究では,	 日本国内に流通する各種の

食品を対象として,	 日常的に摂取される消

費量データに基づき調製したトータルダイ

エット試料について,	 人工ならびに天然γ

線放出核種,	 β線放出の人工放射性核種ス

トロンチウム（90Sr）および天然放射性核
種のポロニウム（210Po）の測定,	 分析を行
う.これらの実測データをもとにして,	 各

種食品群における放射性核種濃度と国内地

域分布を明らかにする.	 さらに,	 このデー

タをもとにして日本人固有の食事摂取形態

による放射性核種の暴露量（摂取量ならび

に被ばく線量）を算出し,	 推定評価するこ

とを目的としてトータルダイエットスタデ

ィ（以下,	 TDS と表記する）を実施した.	 	 

	 

2.	 研究方法	 

	 本 TDS は平成 19 年度から平成 21 年度ま

での 3 年間,	 その研究方法は基本的に同一

とした.	 調査研究対象地域は平成 16-18 年

の TDS の結果を踏まえて,	 日本国内の 8 地

域から各年度3あるいは4都市を選定した.	 

対象食品はすでに実施中の化学物質の TDS

に準じて飲料水を含む全 14 食品群に区分

して対象地域において流通品を購入し,	 各

地域における消費量データに基づき各種食

品群を個別に調理して調製試料を得た.	 放

射性核種は放射性 Cs などのγ線放出核種,	 

β線放出の人工放射性核種ストロンチウム

（90Sr）, さらに天然由来の 210Po とした.	 

210Po は微量で放射線毒性が強く,	 2006 年に

ロンドンで起きた元ロシア連邦保安庁情報

部員の不審死との関連が示唆されたことや

食品からの被ばく寄与が高いことからその

再評価が求められている.	 食品（調理済み）

からの 1 日摂取量と被ばく線量は測定,	 分

析により得られた各放射性核種の放射能濃

度をもとに算出し,	 推定評価した.	 

具体的な方法を以下に示す.	 

2-1.	 試料	 

試料購入・調製：平成 19-21 年の 3 年間,	 

日本国内全 8 地域 10 都市（北海道：札幌市,	 

東北：仙台市,	 関東 I：東京都,	 横浜市,	 北

陸:新潟市,	 金沢市,	 近畿 I：大阪市,	 中国:

広島市,	 四国；高知市,	 北九州：福岡市）

において飲料水を含む全 14 群に区分した

食品を流通市場でマーケットバスケット方

式により購入した.	 購入食品は食品群ごと

に炊く,	 ゆでる,	 炒める,	 煮る,	 焼く等の

調理を行い,	 日本人の日常食を再現したト

ータルダイエット試料を調製した.	 なお,	 

調理にあたっては他の食品群の添加,	 混入

は禁じた.	 	 

γ線放出核種用試料：人工ならびに天然

のγ線放出核種（137Cs,	 134Cs,	 	 40K,	 ウラン

系列,	 トリウム系列）の測定のために各食

品群個別にプラスチック製容器（容量

100mL）に封入し,	 シリコーンシーラントを

充満させて密閉し２週間程度放置した.な

お,	 その物性上減容が困難な油脂類（食品

群Ⅳ）は調製試料の状態でマリネリ容器（容

量 1L）に封入し測定用試料とした.	 	 

90Sr 分析用試料：飲料水を除く全 13 食品



群を各々調理,	 調製した後に摂取量比に準

じて混合した.	 これら混合試料はγ線放出

核種測定用試料と同様な方法で乾燥,	 灰化

処理して分析用試料とした.	 

210Po 用試料：飲料水を除く全 13 食品群を

各々調理,	 調製した後に摂取量比に準じて

混合した.	 横浜市（平成 19 年度）,	 札幌市,	 

大阪市,	 福岡市（平成 20 年度）,	 東京都（平

成 21 年度）については各食品群別の調製試

料も分析対象とした.	 	 

2-2.	 測定法,	 分析法	 

γ線スペクトロメトリー：「ゲルマニウム

半導体検出器によるガンマ線スペクトロメ

トリー」(文部科学省放射能測定法シリーズ

7,	 平成 4 年改訂)に準じた.	 測定法の概略

は以下のとおりである.	 	 

測定用試料は検出器エンドキャップに載

せ 80000～300000 秒間計測した.	 バックグ

ラウンド値は検出器に何も載せずに適時

200000～300000 秒間計測して求めた.	 測定

にあたり,	 事前にエネルギー校正曲線およ

びピーク効率を混合核種基準線源（日本ア

イソトープ協会頒布）を用いて作成した.	 

エネルギー校正曲線,	 ピーク効率,	 定量は

γ線核種解析用ソフトを使用した.	 定量法

の概略は次のとおりである.	 測定目的核種

のピーク領域内の計数値を用いてピーク面

積を計算する.	 ここで他核種からの妨害が

認められたときは補正した.	 ピーク面積を

ピーク効率と測定目的核種のγ線放出比で

除し,	 試料調製日に減衰補正して測定試料

あたりの放射能を求めた後,	 測定供試量で

除して定量結果とした.	 	 

放射性ストロンチウム（90Sr）の分析：放

射化学分離-低バックグラウンドβ線測定

装置により分析した.	 	 

1.化学分離：分析用試料から生 2kg 相当

の灰試料を分取,	 担体(Sr２＋)の一定量を

添加した後,	 王水および硝酸を加え加熱分

解した.	 塩酸を加えて加熱抽出した後,	 残

留物をろ別し,	 ろ液から炭酸塩,	 次いでシ

ュウ酸塩沈殿としてストロンチウム等を分

離した.	 シュウ酸塩沈殿を 600℃に加熱後,	 

塩酸で溶解し,	 イオン交換法で Ca 等を除

去した.	 溶出液を蒸発乾固し,	 乾固物を水

に溶解後,	 90Y を除去（スカベンジング）し,	 

２週間放置して,	 新たに生成した 90Y を水

酸化鉄（Ⅲ）沈殿に共沈させ(ミルキング),	 

分離型フィルターを用いてマウントして測

定用試料とした.	 	 

2.測定：測定用試料は低バックグラウン

ドβ線測定装置(LBC)で 3,600 秒測定した.	 

測定試料の正味計数率を求め,	 計数効率,	 

化学回収率等の補正を行い試料の放射能濃

度を算出し,	 分析結果は減衰補正基準日に

減衰補正した.	 	 

以上,	 「放射性ストロンチウム分析法」

(文部科学省放射能測定法シリーズ 2,	 平成

15 年改訂)参照.	 	 

α 線スペクトロメトリーによる 210Po の

分析：210Po の公的分析法(文部科学省放射能

測定法シリーズなど)は未だ示されていな

い.	 本研究では,	 以下の分析法を適用し

た.	 	 

1.	 化学分離:調製試料から 15～30g 生重

量を分取し,	 209Po 回収率補正用トレーサを

添加し硝酸を加え加熱分解した.	 加熱分解

後,	 溶液を濃縮しろ過した.	 ろ液を加熱濃

縮した後,	 HCl（1＋2）を加え加熱した.	 放

冷後,	 残留物をろ別し,	 ろ液を Sr-SpecTM

カラムに通し Po を吸着させた.	 HCl（1＋2）,	 

HCl（2＋1）および HNO3（3＋4）で順次洗浄



後,	 HNO3（3＋4）で溶離し蒸発濃縮した.	 溶

離液に塩酸を加え,	 再び加熱濃縮後,	 HCl

（1＋23）を加え加熱溶解した.	 試料溶液に

アスコルビン酸を加え,	 85℃に調節した電

解装置で Po をステンレス板上に電着して

測定試料とした.	 	 

2.	 測定：測定試料を Si 半導体検出器

（ORTEC 社製）で原則として 80,000 秒間以

上測定した.	 測定試料の正味計数を求め,	 

回収率補正用トレーサ209Poの計数率との比

較,	 分析供試量等から 210Po（半減期：138.4

日）の放射能濃度を算出し,	 分析結果は

210Pb を分離した日に減衰補正した.	 	 

2-3.	 線量評価方法	 

食品の摂取にともなう放射性核種による

被ばく線量（Sv）評価の基本的な考え方は,	 

食品の摂取に起因する各放射性核種の摂取

量（Bq）と実効線量換算係数（mSv/Bq）に

依存することである.	 	 

本研究では平成 16-18 年度の TDS と同様

な方法で線量算定した.	 	 

本 TDS で用いた一般的な算出式の例は以下

のとおりである.	 	 

	 

	 

Am,i:	 食品 m の摂取に起因する放射性核種

i の摂取量(Bq),	 Cm,i:	 採取時における評

価対象食品 m中放射性核種 iの濃度(Bq/kg),	 

tm:食品 mの摂取期間(d),	 Mm:食品 mの 1日

あたりの摂取量(kg/d),	 fmm:食品 m の市場

希釈係数(-),	 fdm:食品 mの調理による除染

係数(-)	 

この計算式において,	 本研究で対象とす

る放射性核種は 210Po（半減期：138.4 日）

を除き物理的半減期が極めて長いために食

品試料の調製時から測定時の間の物理的減

衰は考慮を要しない.	 	 

食品の摂取による内部被ばく線量 H(mSv)

は,	 以下の式で与えられる.	 	 

	 

ここで,	 	 

H:	 食品摂取に起因する実効線量(mSv),	 

Ki	 :放射性核種 i の経口摂取による実効線

量への換算係数(mSv/Bq)	 

本 TDS では,	 上記の算出式をもとにして

各放射性核種の被ばく線量を算定評価した.	 

なお,	 線量換算係数は国際放射線委員会

（ICRP	 Publication	 72）の成人に対する数

値を適用した.	 

	 

3.	 研究結果	 

3 年間における対象地域は日本国内の 8

地域 10 都市であった.	 分析対象放射性核

種はγ線放出核種,	 90Sr,	 210Po とした.	 各

放射能濃度（調理後重量ベース）の実態を

明らかにし,	 その濃度をもとにして食品か

らの 1 日摂取量ならびに被ばく線量につい

て算定評価した.	 	 

3-1.	 放射性核種濃度	 

γ線放出核種の放射能濃度	 

人工のγ線放出核種として検出・定量さ

れたのは137Csのみで,	 定量された食品群中

の放射能濃度はいずれも低いレベル（0.1	 

Bq/kg 生以下；調理後の状態）であり,	 多

くの食品群では137Csは検出下限値以下であ

った.	 食品群別では魚介類が比較的高い濃

度を示した.	 他の食品群では肉類・卵類,	 

乳類から137Csが定量される傾向が認められ

た.	 ちなみに,	 厚生労働省が実施している



ヨーロッパ産輸入食品の放射能検査におけ

る放射性 Cs の暫定限度は 370	 Bq/kg である.	 

過去３年間の TDS の結果は,	 この数値との

比較の上からも過去の大気圏内核爆発実験

やチェルノブイリ原子力発電所事故等に由

来する137Csの国内流通食品中の濃度レベル

は低いことを示した.	 

平成 19-21 年度で本 TDS における国内 10

都市の食品から定量された137Cs濃度を年度

順に最小値～最大値で示すと,	 0.005	 Bq/kg

（新潟市米類）～0.093	 Bq/kg（横浜市魚介

類）,	 0.006	 Bq/kg（大阪市米・米加工品類）

～0.071	 Bq/kg（福岡市魚介類）,	 0.005	 

Bq/kg（高知市米・米加工品類）～0.093	 

Bq/kg（金沢市魚介類）であった.	 定量が可

能であった食品群の中では全般的に食品群

X（魚介類）,	 食品群 XI（肉類・卵類）,	 食

品群 VIII（その他野菜・きのこ・海藻類）

などで比較的高い濃度,	 食品群 I（米・米

加工品類）で低い濃度を示す傾向が認めら

れた.	 また,	 飲料水からは検出が困難であ

った.	 なお,	 チェルノブイリ原子力発電所

事故により放出された人工放射性核種の

134Cs はいずれの都市の全 14 食品群で検出

されなかった.	 	 

天然放射性核種の 40K は食品の多量元素

である Kの同位体の一つとして約 0.012%存

在している.	 このため,	 全 10 都市におい

て一部の油脂類を除いた食品群から 40K が

検出,	 定量された.	 飲料水を除く 40K 濃度

は大多数の食品では数 10	 Bq/kg 程度（0.25

～136.3	 Bq/kg）であった.	 食品群別の濃度

は緑黄色野菜（食品群Ⅶ）,	 その他野菜・

きのこ・海藻類（食品群Ⅷ）,	 魚類（食品

群Ⅹ）,	 肉類・卵類（食品群ⅩⅠ）,	 豆類

（食品群Ⅴ）で高く,	 嗜好飲料類（食品群

Ⅸ）や米・米加工品類（食品群Ⅰ）で低い

値であった.	 飲料水は 0.1	 Bq/kg 以下の極

めて低い濃度であった.	 	 

近年,	 その濃度実態の把握が求められて

いる一部の天然γ線放射性核種（ウラン系

列,	 トリウム系列の 214Pb,	 214Bi,	 228Ac,	 212Pb,	 

208Tl）は大多数の食品群で検出下限値以下

であり全 10 都市ともに	 食品中の存在量の

小さいことが明らかとなった.	 核種別には

とくに 208Tl の検出が困難であった.	 一方,	 

214Pb は穀類・種実類・芋類（食品群Ⅱ）,	 砂

糖類・菓子類（食品群Ⅲ）,	 油脂類（食品

群Ⅳ）などで 0.01～0.81	 Bq/kg,	 228Ac は食

品群Ⅱ,	 Ⅲなどで 0.0006～0.10	 Bq/kg が検

出された.	 	 

90Sr の放射能濃度	 

90Sr の放射能濃度は飲料水（食品群ⅩⅣ）

を除く全 13 食品群を食品群ごとに調理し,	 

摂取量比に準じて均一混合した調製試料を

分析して求めた.	 	 

90Sr 濃度は横浜市と新潟市の試料では検

出下限値未満,	 高知市では	 0.03	 Bq/kg

（調理後重量ベース）であった.	 参考まで

に,平成 16-18 年度における TDS の結果は,	 

国内 12 ブロックでの 90Sr 濃度は 13～29	 

mBq/kg の範囲で平均値	 ±標準偏差は 23

±5.6	 mBq/kg	 (C.V.=24.3%)で,	 高知市

の結果は比較的高い値であるといえる。.	 	 	 

210Po の放射能濃度	 

飲料水（食品群 ⅩⅣ）を除いた全 13 食

品群を個別群に調理した後に,	 各群の消費

量比に従って混合した調製試料の210Po分析

を行った.	 また,	 一部の都市については全

14 食品群を分析対象とした.	 	 

混合試料中の 210Po 濃度は 0.17-0.92	 

Bq/kg の範囲にあり,	 平成 19 年度の高知市



が特に高い濃度（0.92	 Bq/kg）を示した.	 食

品群別では魚類が突出して高く,	 次いで調

味料・香辛料類,	 緑黄色野菜等が高かった.	 

一方,	 米・米加工品類,	 油脂類,	 果実類,	 

飲料水では検出下限値以下の都市もあっ

た.	 	 

食品中の210Po濃度の報告はいくつか見ら

れるが,	 いずれも食品素材そのものの分析

値であり,	 本研究では,	 実際の摂取形態に

近い調理後の調製試料の濃度を求めている

ことが特徴である.	 	 

3-2. 放射性核種１日摂取量  
γ線放出核種の 1 日摂取量  
γ線放出核種の摂取量評価は,	 今回測定

した 8 種類の核種（137Cs,	 134Cs,	 40K,	 214Pb,	 

214Bi,	 228Ac,	 212Pb,	 208Tl）を対象として,	 そ

れぞれ個別の食品群ごとに 1 日摂取量を求

めた後,	 全 14 食品群の摂取量を積算した

合計値を 1 日摂取量（mBq/d）とした.	 	 

本 TDS では対象とする各放射性核種や各

食品群における放射能濃度が検出下限値を

下回る結果がみられる.	 したがって,	 1 日

摂取量の評価にあたっては,	 いわゆる“不

検出”試料の摂取量はゼロとせずその検出

下限値を摂取量と見なすよう考慮した.	 具

体的には,	 合計値（T）の意味するところは,	 

定量値の得られた数値のみを積算したもの

を最小値とし,	 この積算値に検出下限値よ

り求めた摂取量を足し合わせた数値を最大

値として評価した（表中では最小値＜T＜最

大値で表記）.	 ここで,	 この考え方による

摂取量評価では最大値については過大評価

となることの認識が必要となる.	 	 

人工放射性核種 137Cs の	 1 日摂取量は,	 

平成 19,	 20,	 21 年度 3 年間におけるそれぞ

れ年度順の最小値は 10.2	 mBq/d（高知市）,	 

4.7	 mBq/d（仙台市）,	 13.6	 mBq/d（広島市）

で,	 同様に最大値は<72.4	 mBq/d（横浜市）,	 

<57.1	 mBq/d（仙台市）,	 <58.4	 mBq/d（広

島市）であった.	 この結果より,	 137Cs の 1

日摂取量は日本国内各地域において大きな

差のないことが評価される.	 なお,	 チェル

ノブイリ原子力発電所事故に由来する人工

放射性核種の 134Cs は本 TDS（平成 19-21 年

度）における国内全 8 地域 10 都市の食品か

らは検出されていない.	 従って,	 その 1 日

摂取量は評価に値しない.	 	 

天然放射性核種40Kの1日摂取量の合計値

は平成 19,	 20,	 21 年度の TDS において,	 そ

れぞれ年度順に 78,650～<94,213	 mBq/d,	 

68,489～81,391	 mBq/d,	 71,760～<84,813	 

mBq/d	 の結果が得られた.	 これより,	 全食

品群に由来する40Kの1日摂取量は極めて多

く,	 137Csと同様に日本国内10都市において

比較的同程度であることが明らかとなっ

た.	 	 

その他の天然放射性核種の平成 19-21 年

度における 1 日摂取量は,	 214Pb は合計値の

最小値としては 12.0～84.7	 mBq/d,	 最大値

は<60.6～<142.7	 mBq/d,	 同様に 214Bi は最

小値 2.7～ 81.8	 mBq/d,	 最大値<48.5～

<189.4	 mBq/d,	 212Pb は最小値 0.0～31.1	 

mBq/d,	 最大値<56.3～<98.5	 mBq/d であっ

た.	 228Ac と 208Tl は 10 都市において全 14 食

品群からの検出されことはまれであった.	 

平成 19,	 20,	 21 年度 3 年間の TDS 結果,	 こ

れら 5 核種ともに検出下限値を下回る食品

群が多数であった.	 したがって,	 都市別あ

るいは食品群別にその摂取量の分布を評価

には至っていない.	  
90Sr の 1 日摂取量  
90Sr の 1日摂取量は,	 全 14食品群の中か



ら飲料水(食品群ⅩⅣ)を除いた全 13 食品

群を個別に調理,	 調製した後の均一混合試

料の 90Sr 分析結果をもとにして算出した.	 	 

分析対象とした平成 19 年度の 3 都市（横

浜市,	 新潟市,	 高知市）において 90Sr が定

量されたのは高知市のみであったことから,	 

高知市における 90Sr の 1 日摂取量を評価し

た.	 その値は 60	 mBq/d であった.	 	 

平成 16-18 年度における TDS による国内

12 ブロックでの 90Sr の 1 日摂取量は 20.8

～60.0	 mBq/d 範囲で平均値±標準偏差は

39.7±10.7	 mBq/d（C.V.=27.0%）	 であった.	 

本 TDS による高知市の値は過去のデータの

上限値に相当する結果であることが示され

た.	 	 

210Po の１日摂取量  
210Poの1日摂取量は,	 全14食品群の中か

ら飲料水(食品群ⅩⅣ)を除いた全 13 食品

群を個別に調理,	 調製した後の均一混合試

料の 210Po 分析結果をもとにして算出した.	 	 

本 TDS で対象都市とした 8 都市（横浜市,	 

新潟市,	 高知市,	 札幌市,	 仙台市,	 大阪市,	 

福岡市,	 東京都）では,	 成人による 210Po の	 

1 日摂取量は 344～1841（平均値±σ：

649±496）mBq/d の範囲内であった.	 高知

市が高い値を示したものの,	 他の都市では

大きなバラツキは認められなかった.	 	 

個別の食品群について分析した横浜市,	 

札幌市,	 大阪市,	 福岡市,	 東京都の結果で

は,	 210Po の 1 日摂取量は食品群別では魚介

類の寄与が著しく大きく,	 次いで嗜好飲料

類嗜好飲料類の寄与が比較的大きい傾向が

認められた.	 	 

3-3. 被ばく線量評価  
	 γ線放出核種による被ばく線量評価  
成人に対する被ばく線量（預託実効線量）

は食品中の放射能濃度と消費量データをも

とに求めた 1 日摂取量ならびに線量換算係

数を適用して算出した.	 預託実効線量は前

述の 1 日摂取量と同様に定量値をもとにし

た最小値と検出下限値を考慮した最大値を

考慮した.	 	 

γ線放出核種のうち,	 137Cs の被ばく線量

（線量換算係数は 1.3×10-5	 mSv/Bq）は,	 最

小値は 0.022～ 0.143	 μSv,	 最大値は

<0.168～<0.343	 μSv と算出された.	 本

TDS の平成 19,	 20,	 21 年度の結果はそれぞ

れ年度順に,	 最小値 0.049～最大値<0.343	 

μSv,	 最小値 0.022～最大値 0.271μSv,	 

最小値 0.065～最大値<0.277	 μSv であっ

た.	 同様に,	 40K（線量換算係数は 6.2×10-6	 

mSv/Bq）は平成 19,	 20,	 21 年度の順に,	 そ

れぞれ最小値 178～最大値 213.2	 μSv,	 最

小値 155.0～最大値<184.2	 μSv,	 最小値

162.4～最大値 192.0	 μSv であった.	 40K の

食品群別の年実効線量への寄与は食品群Ⅰ

（米・米加工品類）,	 食品群Ⅳ（油脂類）,	 

食品群Ⅲ（砂糖類・菓子類）,	 食品群ⅩⅢ

（その他食品）で小さいことが分かった.	 

天然放射性核種の214Pb（線量換算係数は1.4

×10-7	 mSv/Bq）,	 214Bi（線量換算係数は 1.1

×10-7	 mSv/Bq）,	 228Ac（線量換算係数は 4.3

×10-7	 mSv/Bq）,	 212Pb（線量換算係数は 6.0

×10-6	 mSv/Bq）はカッコ内に示した線量換

算係数を用いて年実効線量を算出した.	 さ

きに示したとおり,	 これら放射性核種の各

食品群はその多くが検出下限値以下であっ

た.	 したがって,	 本 TDS における評価の一

方法として 1 日摂取量で求めた合計値の中

からいわゆる最小値と最大値をもとに線量

算出を行った.	 以下,	 その結果を各放射性

核種別にそれぞれ平成 19,	 20,	 21 年度の順



に最小値～最大値で示す.	 214Pb は平成 19,	 

20,	 21 年度の順に,	 0～<0.008	 μSv,	 0～

<0.002	 μSv,	 0.004～<0.007	 μSv の結果

が得られた.	 以下,	 他の核種について同様

に表すと,	 214Bi はそれぞれ 0～<0.007	 μSv,	 

0～<0.007	 μSv,	 0.002～<0.008	 μSv であ

った.	 228Ac はそれぞれ 0～<0.051	 μSv,	 0

～<0.051	 μSv,	 0.002～<0.040	 μSv,	 212Pb

は 0.016～<0.279	 μSv,	 0.016～<0.279	 μ

Sv,	 0.030～<0.202	 μSv と算出された.	 な

お ,	 208Tl は 本 TDS で 引用する ICRP	 

Publication に線量換算係数の記載がない

ために線量評価は省いた.	 	 

以上,	 γ線放出核種による被ばく線量評

価の結果より,	 食品摂取に伴う放射性核種

の被ばく寄与は 40K が一番大きいこと,	 ま

た 137Cs と同様に日本国内全 12 地域におい

て大きな差はないことが明らかとなった.	  
	 90Sr による被ばく線量評価	  
90Sr 摂取にともなう成人の年実効線量は

放射能濃度と消費量データをもとに求めた

1 日摂取量と線量換算係数（線量換算係数

は 2.8×10-5	 mSv/Bq）を適用して算出した.	 	 

対象とした 3 都市において 90Sr が定量され

たのは高知市（平成 19 年度）のみであった

ことから,	 高知市における 90Sr による預託

実効線量を評価した.	 その値は 0.68	 μSv

であった.	 平成 16,	 17,	 18 年度の TDS によ

る国内12ブロックでの90Srによる預託実効

線量は 0.21～0.61	 μSv の範囲で,	 本 TDS

による高知市の値は過去のデータの上限値

に相当し、国連科学委員会 2000 年報告

（UNSCEAR	 2000）の年実効線量 0.56	 μ

Sv/year･person をやや上回るものであっ

た.	 	 

	 210Po による被ばく線量評価  

210Po（線量換算係数：1.2×10-3	 mSv/Bq）

による成人の預託実効線量を算出した.	 	 

平成 19,	 20,	 21 年度 3 年間における本

TDS による国内 8 都市における 210Po の預託

実効線量（μSv）はそれぞれ年度順に横浜

市：304,	 新潟市：162,	 高知市：806（平成

19 年度）,	 札幌市：166,	 仙台市：253,	 大

阪市：195,	 福岡市：151（平成 20 年度）,	 東

京都：236（平成 21 年度）であった.	 高知

市が 806	 μSv と高い値を示したものの,	 

日本国内各市における預託実効線量のバラ

ツキは小さいと評価される.	 食品群別では

例えば東京都における210Poの預託実効線量

では全体の 85%以上が魚介類に起因し,	 札

幌市,	 横浜市,	 大阪市,	 福岡市でも同様に

魚介類由来の線量が極めて高い傾向が認め

られた.	  
線量評価総括  
本 TDS で用いた預託実効線量（μSv）の

評価法は,	 原子力関連施設等周辺の環境放

射能モニタリングで一般的に用いられてい

る比較的簡便な方法を適用したものである.	 

今回の線量評価は定量が不可能であった核

種も検出下限値をデータとして採用したケ

ースもあり,	 一部で過大な評価が与えられ

ていることに留意を要する.	 食品中の 210Po

放射能濃度データは日本国内のみならず国

際的にも少なく,	 210Po の暴露量を評価した

研究は限られる.	 さらに,	 国連科学委員会

報告 2000（UNSCAEA	 2000）には日本に関す

る210Poの飲食物中の濃度は収載されていな

い.	 また,	 2006 年 11 月にイギリスで発生

した元ロシア連邦保安庁情報部員の将校の

不審死では210Poが被害者の尿より検出され

たことから暗殺死の可能性が指摘されてお

り,	 食品への混入テロなど健康危機管理対



応の上からも食品に由来する210Poの暴露量

を評価する必要性が求められる状況にある.	 

平成 19,	 20,	 21 年度における本研究の実施

により,	 日本国内各都市における食品摂取

に由来する210Poの成人の実効線量の実態が

明らかとなりつつある.	 本研究結果によれ

ば,	 日本国内 8 市における 210Po と 40K の預

託実効線量の合計値は 0.46	 mSv と評価され

た.	 この線量は全世界平均の年実効線量

0.29	 mSv/year を上回るが,	 典型的な範囲

の 0.2-0.8	 mSv/year（UNSCEAR	 2000）に相

当する値と評価される.	 今回,	 210Po の平均

値は 0.28±0.22	 mSv は UNSCEAR	 2000 のウ

ランおよびトリウム系列の全世界平均値

0.12	 mSv/year を大きく上回る.	 一方,	 日

本国内 8 市の 40K による線量の平均値は

0.18±0.02	 mSv は 全世界平均値 0.17	 

mSv/year（UNSCEAR	 2000）と同程度である

ことから,	 日本成人の食品摂取被ばくの特

徴は諸外国に比べて210Poの寄与が大きいも

のと評価される.	 過去のいくつかの研究例

は食品素材に関する分析データをもとにし

た暴露量評価である.	 一方,	 本研究では,	 

食品素材を調理した後の日常食に近い試料

をもとにして 210Po および 40K 放射能濃度を

求めたことから,	 実際の摂食状態にもとづ

く暴露量評価結果が得られた.	 また,	 日本

国内では魚介類に由来する210Poの１日摂取

量,	 預託実効線量の大きいことが示された

ことは魚類を好んで食する日本人固有の食

事摂取状況が反映された結果と考える.	 	 

	 

4. まとめ  
食品中の放射性核種の摂取量調査研究

（トータルダイエットスタディ；TDS）は平

成 19,	 20,	 21 年度に日本国内全 8 地域 10

都市（北海道：札幌市,	 東北：仙台市,	 関

東 I：東京都,	 横浜市,	 北陸:新潟市,	 金沢

市,	 近畿 I：大阪市,	 中国:広島市,	 四国；

高知市,	 北九州：福岡市）で実施した.	 そ

の結果,	 対象とした放射性核種の中では自

然放射性核種である40K	 と210Po	 の1日摂取

量が大きく,	 成人の被ばく線量（預託実効

線量）への寄与も大きいことが明らかにな

った.	 わが国では,	 食品中の有害物質の中

でも放射性核種の摂取量とその暴露評価に

関する知見は限られている.	 したがって,	 

平成 16-18 年度,	 さらに今回平成 19-21 年

度と引き続き TDS を実施したことにより,	 

過去の大気圏内核爆発実験やチェルノブイ

リ原子力発電所事故等に由来する人工放射

性核種（放射性 Cs および 90Sr）をはじめと

して,	 天然のγ線放出核種やα線放出核種

である210Po等,	 多種にわたる放射性核種に

ついて 1 日摂取量ならびに被ばく線量に関

して一定の科学的評価が可能となった.	 こ

のことは放射線緊急時等を含めた食品の安

全・安心確保,	 健康危機管理などの政策的

対応に対して一つの基礎資料としての活用

が見込まれる.	 	 
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